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千葉工業大学ＰＰＡ会則

第１章　総　　　　則

　（名　称）
第１条　この団体は、千葉工業大学ＰＰＡ（以下「本会」という。）と称する。
　（事務所）
第２条　本会は、事務所を千葉県習志野市津田沼２丁目17番１号、千葉工業大学内に置く。
　（目　的）
第３条  　本会は、保護者と教職員が協力して千葉工業大学（以下「本学」という。）のために、

教育の充実と研究の発展をはかり、併せて会員相互の親睦と教養を深め、かつ教職員およ
び大学院学生ならびに学部学生（以下「学生」という。）の福祉増進を援助することを目
的とする。

　（事　業）
第４条　本会は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。

⑴ 学生の教育・研究および就職活動に対する援助。
⑵ サークル活動を中心とした課外活動ならびに学生が企画する大学行事に対する援助。
⑶ 学生・会員のスポーツ振興および福利厚生に対する援助。
⑷ 総会、講演会および懇談会の開催。
⑸ その他前条の目的を達成するために必要な事項に関すること。

　（事務局）
第５条　本会は、その事業を行うため、事務局を置き会務を処理する。
　（支　部）
第６条　本会は、総会の議を経て支部を置くことができる。
　２　支部の規程は別に定める。

第２章　会　　　　員

　（種　別）
第７条　本会の会員は、次のとおりとする。

⑴ 正 会 員　本学学生（留学生を除く）の保護者および専任教職員。
⑵ 賛助会員　留学生の保護者および本会の目的に賛同した個人または団体で理事会にお

いて承認した者。
⑶ 名誉会員　本会に功労のあった者または学識経験者で総会において推薦された者。



　（会　費）
第８条  　会費は、入会金と年会費の２種とし、会員は所定の会費を納入しなければならない。た

だし、特別の理由がある場合には分納することができる。
　２　会費は別に定める。

第３章　役　　　　員

　（種　別）
第９条　本会に次の役員を置く。

⑴ 会　長 １　人
⑵ 副会長 ２　人
⑶ 理　事（会長および副会長を含む） 若干名
⑷ 評議員（理事を含む） 若干名
⑸ 監　事 ２　人

　（選　任）
第10条　会長、副会長、理事、監事は総会において、正会員の中から選任する。
　２　評議員は、会長がこれを委嘱する。
　（任　期）
第11条  　役員の任期は２年とする。ただし、欠員が生じた場合の補欠役員の任期は前任者の残任

期間とする。
　２　役員は、再任されることができる。
　３  　役員は、辞任した場合または任期満了の場合においても、後任者が就任するまでは、その

職務を行わなければならない。
　（職　務）
第12条　会長は、本会を代表して会務を統括する。
　２  　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、または会長が欠けたときは、その職務

を代行する。
　３　理事は、理事会を構成し、会務を分担し、会務の執行を決定する。
　４　評議員は、評議員会を構成し、会務を審議し、会務の処理に当たる。

第４章　会　　　議

　（種　別）
第13条  　本会の会議は、総会および理事会ならびに評議員会の３種とし、総会は通常総会および

臨時総会とする。
　（構　成）
第14条　総会は、正会員をもって構成する。



　２　理事会は、理事をもって構成する。
　３　評議員会は、評議員をもって構成する。
　（権　能）
第15条　総会は、この会則に別に定めるもののほか、次の事項を議決する。

⑴ 事業計画の決定。
⑵ 事業報告の承認。
⑶ その他本会の運営に関する重要事項。

　２　理事会は、この会則に定めるもののほか、次の事項を執行する。
⑴ 総会の議決した事項。
⑵ 総会に付与すべき事項。
⑶ その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項。

　（評議員会）
第16条　次の事項については、理事会においてあらかじめ評議員会の承認を得なければならない。

⑴ 総会の承認を必要とする事項。
⑵ 会則の変更。
⑶ 会則の施行細則に関する事項。
⑷ その他本会の業務に関する重要事項で、理事会において必要と認めた事項。

　（招　集）
第17条　会議は、会長が招集する。
　２  　総会を招集するには、正会員に対し、会議の目的たる事項およびその内容ならびに日時お

よび場所を示して、開催の日の２週間前までに文書をもって通知しなければならない。
　（議　長）
第18条　総会の議長は、その総会において出席会員の中から選任する。
　２　理事会および評議員会の議長は、会長がこれに当たる。
　（定足数）
第19条  　会議は、総会においては会員の５分の１以上、理事会および評議員会においては、それ

ぞれの構成員の２分の１以上の出席がなければ開会することはできない。　
　（議　決）
第20条  　総会、理事会および評議員会の議事は、この会則に別に定めるもののほか、それぞれ出

席会員、出席理事および出席評議員の過半数の同意をもって決し、可否同数のときは、議
長の決するところによる。

　２　前項の場合、議長は、議決に加わる権利を有しない。
　３  　総会、理事会および評議員会の議事に関する修正提案については、第１項の定めにかかわ

らず、実出席会員または理事または評議員の５分の３以上の同意をもって決する。
　４  　緊急動議については、実出席会員または理事または評議員の５分の３以上の同意を得た場

合に限り、次の総会または理事会または評議員会において継続審議するものとする。



　（委任および書面表決）
第21条  　やむを得ない理由のため、会議に出席できない会員または理事または評議員は、あらか

じめ通知された事項について書面をもって表決し、またはその他の構成員を代理人として
表決を委任することができる。この場合において、第19条ならびに第20条第１項の規程の
運用については、出席したものとみなす。

第５章　資産および会計

　（資産の構成）
第22条　本会の資産は、次に掲げるものをもって構成する。

⑴ 会費
⑵ 入会金
⑶ 会員の拠出金
⑷ 寄付金品
⑸ 事業に伴う収入
⑹ 資産から生ずる収入
⑺ その他の収入

　（予算および決算）
第23条  　本会の収支予算は、年度開始前にあらかじめ評議員会の承認を得て理事会が編成し、こ

れを暫定予算として施行する。この暫定予算は、通常総会に付議し承認を得なければなら
ない。

　２  　本会の収支決算は、年度終了後３か月以内にその年度末の財産目録とともに、監事の監査
を得て総会の承認を得なければならない。

　（会計年度）
第24条　本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。

第６章　会 則 の 変 更

　（会則の変更）
第25条  　この会則は、総会において出席会員の５分の３以上の同意を得なければ変更することが

できない。

附　則
　１　この会則は、昭和54年６月30日から施行する。
　２　この会則は、平成８年６月22日から施行する。
　３　この会則は、平成９年６月21日から施行する。
　４　この会則は、令和３年６月26日から施行する。


